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社会主義諸国の国民生活の特徴について
　　　　　保　　坂　　哲　　郎
生産と分配，消費との関係
　経済的諸過程の総体のなかで「消費」の意義はどのようなものであろうか．マルクスは「経済学
批判要綱」において生産と消費の一般的関連にづいて次のようにのべている．（Ｕ「消費は直接に生
産でもある」（消費的生産). (2)生産と消費との媒介運動のなかで「消費は生産を二重に生産する」．
まず，「消費によってはじめて生産物は現実的な生産物」となり，つぎに，消費は新しい生産の目
的としての欲望，内的な対象を創造する. (3)生産と消費のおのおのが，（みずからをなしとげるこ
とによって，他のものをつくりだし，みずからを他のものとしてて）くりだす」．つまり，「消費は，
生産物を生産物にする終結行為であるばかりでなく，生産者を生産者にする終結行為でもある」．
　労働力再生産過程でもある本来の「消費」の意義は，このように，きわめて能動的な意味をもっ
ているが，しかし，生産と消費のこの過程の中では生産が「現実の出発点」であり，「包摂的な契
機」である．
　生産と消費との関係には「分配」過程が介在するが，「分配」は「生産の結果だけが分配されう
る」ばかりでなく，「生産への参与の一定の仕方が分配の特殊な形態を，分配に参与するその形態
を規定する」という意味からしても「それ自体が生産の産物である」.（ヤ
　このような生産，分配，消費の相互関係はそれぞれの社会の生産諸関係に規定されて，その社会
に特有なかたちで表われてくる.資本主義社会における生産は利潤あるいは剰余価値のためであり，
生産と消費との連関は資本によって媒介される．したがって，この社会では，資本家は労働者にた
いして絶えず「節約」を強要する一方で／「欲望を押売り」することを特徴とする．とくに相対的
剰余価値生産は, (1)現在の消費の量的な拡大, (2)新しい欲望の創出,(3)新しい欲望の生産乏新しい
使用価値の発見と創出を本性とする．この点は「本質的な文明の契機であり，資本の歴史的正統性
とその現在の力の基礎」（２）になっているのであるが，資本のこの性格はたえず資本自身の本性（価
値のための生産）に制限をみいだすという矛盾をもつのである．この矛盾の中で，労働者の消費は
きわめて不安定七アンバランス，一面的な性格を押しつけられる．
　さらに，資本主義においては生産者は生産手段から分離されており，就労そのものが根底的に不
安定であること，生産者の生活手段獲得と充足は基本的に生産者自身，およびその家族の「私事」
であり，社会的に保障されていないこと，により生活にはつねに深刻な不安定性がつきまとっている．
　社会主義における国民生活はどういう特徴をもつであろうか．社会主義社会の確立のなかで，生
産手段の社会的所有の形成，社会的規模における生産者と生産手段との再結合が生じド「生産・分
配・消費における基本的平等と自覚的規制」が確立していく．たとえば，失業の消滅，同一労働同
一賃金原則の実現化，婦人の地位向上，労働時間短縮と労働保護の決定的改善，社会的消費フォン
トの増大にうらづけられた社会保障の完備，生活水準の着実な上昇などである(3)これらの課題が
「基本的」，あるいは「萌芽的」にせよ解決されることは人類史的に巨大な意義をもつ社会的前進
である．この社会の生産は利潤や価値増殖を目的とするものではなく，「個人の自由な発展が万人
の自由な発展の条件となるような社会」の成熟をめざす過程のなかで，社会全成員の完全な福祉と
物質的・文化的諸欲求充足，それを基礎とする個性の自由で全面的な発達を目的とする．生産は社
会全成員のための使用価値を目的とし，生産と消費との連関は直接的で無媒介となり，国民の生活一一
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手段に対する欲求充足は社会全体の事業となる．国民生活は自由な個人を基礎とする協働的性格に
もとづく共同性，したがって安定性を特徴とする．現在の社会主義諸国はこれらの諸欲求充足を中
心的課題としうる段階の入口に到達しつつあり，逆に，｢物質的，精神的諸欲求のより完全な充足
や個性の全面的な発達は社会主義的生産の目的であるのみでなく，現段階の科学技術革命の機能に
とって客観的に必要なもの｣(４)ともなっているのである．・
　　　　　　　　　　　　　　　　2.社会主義における分配原則
　共産主義社会の低次の段階としての社会主義社会において分配は基本的にどのようなかたちで実
現されるのだろうか．マルクスは「コーダ綱領批判」のなかで分配の原則的方法を指摘しているが，
そこでは，社会的総生産物から，まず, (1)消耗された生産手段の補填部分，（2）生産を拡張するため
の追加部分, (3)予備的積立，が控除される．ここでは蓄積と消費との相互関係をどう最適に解決す
るかが主要課題となる．両者はきわめて相互規定的関係にあり，これらを最適に結合することによっ
て生産の発展と消費の増大とが保障されなければならない．
　さらに，残差の消費手段のうちから以下のものが控除される. ■(!)直接に生産に属さない一般管理
費, (2)いろんな欲求を共同でみたすためにあてる部分, (3)労働不能者等のためめ元本，である．こ
の(2),(3)を社会的消費フォントとよぶ．これらを控除した残余が，はじめて，個々の生産者のあい
だに分配される消費フォンド（個人的消費フォンド）になる．
　ａ）個人的消費フォンド
　マルクスは「コーダ綱領批判」においていう．「経済的にも道徳的にも精神的にも，その共産主
義社会が生まれでてきた母胎たる旧社会の母斑をまだおびている」社会主義においては，「個々の
生産者は．彼が社会にあたえたのと正確に同じだけのもの←控除したうえで一返してもらう」．
この場合，「商品等価物交換の場合と同じ原則が支配し，一つのかたちの労働が別のかたちの等し
い量の労働と交換されるL」しかし，この原則は, (1)だれもI自分の労働のほかにはなにもあたえるこ
とができない, (2)「個人的消費フォントのほかにはなにも個人の所有に移りえない」, (3)この「原
則と実際とが衝突することはない」，という諸点で商品交換とはちがっている．しかし，この「平
等な権利」はまだ「ブルジョア的な制限につきまとわれている」．生産者の権利は労働給付に比例
している．したがって, (1)「労働者の不平等な個人的天分と，したがってまた不平等な給付能力を，
生まれながらの特権として暗黙のうちに承認」しており, (2)労働の出来高は等しくとも，結婚や家
族数などの状況の差異のために「ある者は他の者より事実上多く受け取り，ある者は他の者より富
んでいる，等々」という「不平等」を認める権利である．この欠陥は共産主義社会の高度の段階で
はじめて克服される．「個人が分業に奴隷的に従属することがなくなり，それとともに精神労働と
肉体労働との対立がなくなったのち，労働がたんに生活の’ための手段であるだけでなく，労働その
ものが第一の生命欲求となったのち，個人の全面的な発展にともなって，またその生産力も増大し，
協同的富のあらゆる泉がいっそう豊かに湧きでるようになったのち」，はじめて，このブルジョア
的限界は踏みこえられ，「各人はその能力におうじて，各人にはその必要におろじて」という原則
が支配するようになる．このような歴史的性格をもつ「労働に応じた分配」原則が社会主義におけ
る生産者にとって個人的消費フォントの基本的部分め配分基準となる．この分配原理は同２労働同
一賃金制度を内包しており，性，年令，人種等の差異にもとづく賃金差別を認めない．
b）社会的消費フォッド　　　　　　　　　　　　　　　　∧
マルクスが’「コーダ綱領批判」で指摘した，個人的消費フォントに分配される前に控除されるべ
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き(2),(3)の項目が社会的消費フォントに該当する．このフォントの役割は，剛個性の全面的発達を
めざした個々人の発達や再生産の基本的な部分を維持，発展させることである．個人や家族の所得
からの支出によってではなく，社会的支出によって青少年の扶養や教育，人々の文化的，教育水準
の向上や健康め維持と増強，労働や家庭生活における快適な諸条件の設立・整備等，社会を建設し
ていく場合の最も重要な基礎的諸問題をこのフォントによって解決する．これらの問題を個人的消
費フォントによる負担で解決しようとすることは，「労働に応じた分配」のもたらす諸個人間の不
平等を拡大し，さまざまな社会的歪曲をもたらす.
　（2）上述の点とも関連するが，社会主義において重要な解決課題である都市と農村との，精神的労
働と肉体的労働との間の格差等を解決するという社会・経済的生活の基盤的意義をもつ問題解決の
ためにも役立てられる.
　（3）さまざまな意味で（年令や性，疾病等）労働不能状態にある人々に対しても，関係する個人や
家族の個人的消費フォントによってではなく，社会的消費フォンダによって文化的な生活を保障す
ることに役立つ.
　（4）最後に，派生的には生産の発展を刺激する役割をも指摘することができる．社会的消費フォン
トは教育，就労，労働能力維持・発展など自由な個人の個性の全面的発達のために好適な条件をつ
くりだしていくという基本的意義をもつだけではなく，この支出のかなりの部分が労働貢献と密接
な関連をもって支出されており，生産発展のための刺激としての意義をも与えられている（たとえ
ば，年金，諸手当金等）．
　このように，社会的消費フォントの基本的性格は共産主義的分配（必要に応じた分配）の萌芽的
形態というべき分配方法であり，労働に応じた分配の補完的役割をはたすとのみみるのも，ある
いは，労働に応じた分配の作用の拡大をうながす，とみるのも正しくない．それは，国民の平等な
生活や福祉向上の諸条件を保障するために重要な役割をはたしており，個々の生産者の労働と社会
的福祉や共同的諸条件とが有機的に結合している点を自覚させ，社会的規模での共同的諸関係をつ
くりあげていく性格をもっており，労働に応じた分配とは質的にちがった分配のあり方といえる．
しかし，社会的消費フォントの性格を共産主義的分配と同一視することも正しくない．なぜなら，
第一にマルクスが高次の共産主義社会についてのべた，「協同的富のあらゆる泉がいっそう豊かに
湧きでる」状況は実在せず，第二に社会的消費フォントのかなりの部分は労働貢献に応じて支出さ
れざるをえず，したがって，社会のすべての構成員の共産主義的平等化をめざして支出されてもいな
い．この分配原理も，共産主義の低次の段階としての社会主義の限界をのりこえているものではない．
　以上のａ）とb）の両分配形態をいかに最適に結合し，相互に規定的関係にある生産の総体的発
展と国民の生活・福祉水準の向上を達成し自由な個々人の個性の全面的発達をうながすかが社会
主義段階の重要な課題となる．
　　　　　　　　　　　　　　　　3.国民生活水準の向上
　つぎに，社会主義諸国における実際の国民生活や制度の特徴をみていこう．われわれはすでに社
会主義社会段階に存続する実質的不平等の問題にふれたが，ここでは，さらに，「非本来的母斑」
ともいうべき諸制約条件を考慮する必要がある．主要な要因としては，現存社会主義諸国のうちの
中心的諸国が高度に発達した資本主義から社会主義に移行したのではなく，工業化，機械制大工業
の確立を革命後の中核的経済課題として社会主義建設を行ってきたこと，帝国主義諸国の政治・経
済・軍事・文化的な封鎖や包囲のもとで，これらの諸国との対抗的共存のもとで発展してこざるを
得なかったこと，二度の世界大戦で最も甚大な被害をこうむったのはこれらの諸国であり，その諸
影響は現在まで残存していること，であろう．
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　　（1）国民生活水準の物質的基礎をあらわす諸指標について（5）
　ａ）国民所得
　国民生活水準を規定する最も一般的な物質的基礎は国民所得（直接に社会的な社会的純生産物）
である．まず, 1960年から80年までのコメコン諸国の生産国民所得の増加率と物質的生産部門就業
者１人当たり生産国民所得の増加率をみよう（第１表参照）．諸国間で国民所得の絶対額，国民１人
当たり国民所得額において格差があり，それらは「先進」資本主義諸国と比較しても必ずしも高い
とはいえないが（たとえば，ソ連邦の１人当たり国民所得額は1978年時点でアメリカのそれの56％
である），一貫した安定的な増加傾向が第１表からうかがえる．世界経済情勢が激動状況にあった60
年－80年代でも，社会主義諸国の国民所得の着実な増加が特徴的である．
第１表　コメコン諸国の生産国民所得と，物質的生産部門就業一人
　　　　当り生産国民所得の増加率(1960年= 100)・
生産国民所得
物質的生産部門就業者一人
当り生産国民所得
1960　. 1970 1980 1960 1970 1980
ブルガリア 100 210 412 100 210 410
ハンガリー 100 170 276 100 142 238
ドイツ民主義共和国 100 153 244 100 156 241
モンゴーノレ 100 130 236 100 151 221
ポーランド 100 180 305 100 153 249
ノレ‘－マニア 100 224 541 100 223‘ 526
ソ連邦 100 199 324 100 186 273
チェコスロバキア 100 154 241 100 140 206
　　　　　　　出所:「コメコン統計年鑑」1983年版17～24ページ
つぎに，利用国民所得における消費フォントと蓄積フォントの割合の推移をみよう（第２表参照）．
　　　　　　　　　　　第２表　利用国民所得における消費フォントの割合（％）
1960 1965 1970 1975 1980
ブルガリア 72.6 71.6 70.8 67.5 75.1
ハンガリー 79.5 80.7 75.1 72.3 79.9
ドイツ民主共和国 82.0 80.1 75.8 77.8 77.3
モンゴール 69.2 67.3 67.3 61,9 63.7
ポーランド 76.0 " 73.2 74.9 65.9 81.0
ソ連邦 73.2 73.7 70.5 73.4 76」
チェコスロバキア 82.3 90.8 73.0 70.8 73.8
　　　　　　　　　　出所:同上, 1973,1983年度版
この表にみられるように，利用国民所得の約％が消費手段として支出されているが，現段階のコメ
コン諸国を全体的にみると，消費フォントの比率を安定的に上昇させていくといった傾向はみられ
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ず，比率のかなりの変動や低下が見られる．現在の社会主義諸国の蓄積と消費の間の動揺的関係，
それを基盤とする「消費生活」の未成熟さはこの動向にも表われている.
　b）消費財とサービス
　近年，社会主義諸国において耐久消費財生産の比較的急速な増大，サービス部門の急速な拡大傾
向がみられる．これらは資本主義諸国における「個人的消費生活」の肥大化にともなうサービス産
業の寄生化と肥大化とは基本的に異なった位置と役割をもっているが，現在のところ，社会主義の
国民生活の向上にとって充分な発展をとげているとはいえない.
　ｃ）社会的消費フォンド．
　サービスのかなりの部分は社会的消費フォントによる支払いや特典の形態で消費される．国民所
得の消費元本にしめるその比率は増大傾向にあるといえよう．たとえば，ソ連の場合，以下のよう
である（第３表参照）．表からうかがえるように，この期間に社会的消費フォントの規模，比重と
第３表　ソ連における社会的消費フォンド支出の変動（億ルーブル）
1965 1970 1975 1980
国民所得における消費元本（Ａ） 1403 2013 2664 3455
社会的消費フォンドからの支出（Ｂ） 419 639 901 1170
B/A 29.9 31.7 33.8 33.9
内訳（カッコ内は比率）
教　育 ､132(31.5) 187 (29.3) 251 (27.9) 316 (27.0)
保健・体育 69 (16.5) 100 (15.6) 129 (14.3) 172 (14､7）
社会保障・社会保険 144 (34.4) 228 (35.7) 346 (38.4) 456 (38.9)
住　宅 23 ( 5.5) 34 ( 5.3) 49 ( 5.4) 69 ( 5.9)
国民一人当り支出額（ルーブル） 182 263 354 441
　　出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1979,1982年度版
も急速な増大をみせている．とくに，社会保障・社会保険の比率が増大傾向にあることが注目され
る．コメコッ諸国もほぼ同様な傾向を示している．教育，住宅，社会保障等の国民生活の最も基本
的な課題がますます「受益者負担」という名目で個人の責任に転稼され，生活の不安定性を強める
傾向をもつ資本主義諸国の最近の状況とは対照的である.
　d）･労働時間と自由時間（6）
　労働生産性の向上にもとづく労働時間の系統的な短縮と非労働時間における自由時間の実質的領
域の拡大を基礎として，諸個人が自由時間を豊かに利用して自己の能力を開花させていける点に共
産主義構成体の本質があり，共産主義的生活と特徴がある．資本主義社会においては，この自由時
間は資本家階級のための剰余労働時間へ転化されるが，社会主義社会においては，自由時間を諸個
人が豊かに消費するために社会的消費フォントは巨大な役割をはたしていく．まず，労働時間の点
からみよう．ツ連の場合（第４表参照), 1982年の工業部門における成人労働者の週平均労働時間
は40.6時間である．石炭工業のような有害な労働条件下の労働時間はさらに短縮されている．有給
休暇は68年以来15日となっている．完全就業が社会的に保障・実現されていることを基礎とした上
で，労働時間は系統的に短縮され，そのための法律の厳密な遵守が法的・経済的に保障されている．
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第４表　ソ連における成人工業労働者
　　　　の週平均労働時間’
1955 1982
工業部門 47.8 40.6
電力工業 47.9 40.9
石油採取工業 47.9 40.9
石炭工業 47.6 35.6
鉄鋼業 47.9 40.8
化学・石油化学工業 46.4 39.9
機械製作・金属加工業 47.8 40.9
繊維業 47.8 40.8
軽工業 47.9 40.9
食料品工業 48.0 41.0
出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1982年度
版372ページ
第５表　ソ連邦ラトビア共和国社会化経営の勤労
　　　　者の週時間フォンド構成(1972年）
時　間 ％
総時間フォンド 168.0 100
(1)社会化経営における労働時間 31.1 18.5
労　働 27.1 16.1
休　憩 1.5 0.9
通　勤 2.5 1.5
(2)家事時間 27.4 16.3
家　事 15.3 9.1
個人副業経営 5.0 3.0
育　児 3.2 1.9
買　物 3.2 1.9
会合等 0.7. 0.4
(3)生理的諸欲求充足 73.9 44.0
(4)自由時間(学習を含む) 35.6 21.2
出所:B. <t>.マイェル「ソ連邦国民の生活水準」
1977年,ヽ149ページ
失業問題を決して解決できず，･社会的規模での労
働時間短縮を実現できない資本主義との根本的差
異がここにある．つぎに，非労働時間における自
由時間の領域を拡大していく点について．この課
題は消費財やサービス部門の量的，質的な発展段
階や，それらがいかに消費者の立場から利用・消
費しやすい機構になっているか,.諸個人が自由に
自己を発達させ得る機構になっているかという社
会･経済的諸関係を反映した総合的な問題である．
社会的消費フ.オンドの役割の増大にともなって，
消費分野における非合理的労働支出をいかに削減
して自由時間を拡大していくかという問題も重要
な課題となり，社会的に諸改善策が実施されてき
ているしかし，現状は，労働生産性の低さ，国
民所得における消費支出の低さ，消費諸機構の未
成熟さによってまだ大きな課題をのこしていると
いわざるを得ない（第５表参照）.この表の労働
時間は，コルホーズ員も含んだ社会化経営就業
者の労働時間･であり，有給休暇や祝祭日，その
他諸々の部分が控除された時間であるが，特徴
点は，「家庭における仕事時間」(16.3%)が
「社会化経営における労働時間」（18.5％）に
ほぼ匹敵するほどの大きな比重をしめているこ
とである．他方，「自由時間（学習を含む）」
（21.2％）が労働時間よりも大きな比率をもち，
「生理的諸欲求充足」につぐ大きな比率をしめ
ていることも重要な特徴といえよう．社会的規
模での自由時間の拡大は着実にすすんでいる．
しかし，この時間構成に例示されているように，
現在の社会主義諸国は，消費生活や「家事労働」
について改善していかなければならないきわめ
て総合的な諸課題をかかえており，この点の改
善があってはじめて労働時間の短縮が直接的に
自由時間のｔ大に結びついていくといえよう．
（2）住民所得に関する諸指標について
ａ）’労働者・職員の賃金
労働に応じた分配の基本的形態は賃金である．
ソ連の場合を例にと？て，その動態をみよう（第６表参照）．この表からうかがえるように，
賃金の上昇はきわめて着実な傾向をみせている.60年以降のほぼ20年間に賃金は倍増してい
る．
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　つぎに√賃金構造をみると，長期的には賃金格差が縮少していることを指摘することができ
る(第７表参照)．この表に示された業種に関しては　いずれも最低等級の賃金と最高等級の
賃金との格差は，漸次，縮小してきている．
第６表　ソ連邦労働者職員の月平均賃金と社会的消費
　　　　フォンドがらの支給（ルーブリ）
ゝ
1960 1965 1970 1975 1982
月平均貨幣賃金 80.6 96.5 122.0 145.8 177
社会的消費フォ
ンドからの支給， 27.] 32.7 42.5 53」 69
出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1979､1982度版　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　；
　　第７表　ソ連における産業業種内賃率格差の変動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1955 ～1975年）
‰大士 1955～1959 1959～67 1968～75
機械製造 2.3～2.5 2.0 1.52～1.88
軽工業 2.4～2.6 1.8 1.38～1.47
農回〔靉ふ _　＊ 1.8 1.20～1.32
出所:Ｂ.φマイェル，同上書, 183ページ。＊賃率表が適用されず
　他方，部門間の賃金構造のなかで非生産的部門の平均賃金は低く，生産的部門との格差は縮
小していない．現在，ソ連においては非生産的部門の発展や拡充が強調されているが，賃金水
準の点では充分な裏付けはなされていない．とくに，「科学・科学的サービス丁部門の賃金は
停滞的であり，大きな問題といえよう．
第８表　ソ連邦社会化経営における労働者・職員の月平均賃金額とその
　　　　上昇率（ルーブリ･）
年
1960 1970 1980
ヽ1960～80年
の上昇率（％）
国民経済 80.6 122.0 168.9 210
工　業 91.6 133.3 185.4 202
建設業 93.0 ･149.9 202.3 218
農　業 55.2 101.0 149.2 270
運輸業 87.0 136.7 198.9 230
商業・調達 58.9 95.1・ 133.2 235
住宅・生活サービス 57.7 94.5 139.2 231
科学・科学サービス 110.7 139.5 172.5 162
教育・文化・芸術 69.6 105.2 132.9 191
保健，社会保障，
スポーツ，観光
58.9 92.0 126.8 215
出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1982年版395ページ
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　b）コルホーズ員の労働支払い
　現在のソ連のコルホーズ員家計所得において，コルホーズの社会経営からの労働支払いは約
43％をしめる(1982年∧その他は，個人副業経営からの収入は27％　社会的消費フォンドから
の収入は19％，その他の家族成員の賃金は９％となる）．コルホーズにおける労働支払いがき
わめて急速に増大しており，60年以降の20年間に約４倍になっている．ソフホーズ労働者の平
均的賃金はこの期間に約2.7倍の増大であり，両者はきわめて近接してきている．
　ｃ）社会的消費フォンドからの所得
　すでにソ連における社会的消費フォントの規模とその構成をみた（第３表）．ここでは，住
民所得における社会的消費フォントの比重をみよう．労働者・職員に関しては，第６表におい
て，「社会的消費フォンドからの所得追加」の趨勢をみたが，両者の所得のなかで社会的消費
フォンドからの追加分は徐々に比重を増加させている．工業労働者，コルホーズ員の家計所得
における社会的消費フォンドからの所得の比重の推移をみてみると（第９表参照），この20年
第９表　工業労働者家族，コルホーズ員家族の収入
　　　　における社会的消費フォンドからの所得の
　　　　比率（％）
1960 1970 1980 ・
工業労働者家族 20.0 22.1 23.3
コルホーズ員家族 10.2 17.9 19.5
　　　　　　　　　　　　出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1972年度版562～3ページ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1982年度版385～6ページ
間にコルホーズ員家計所得における社会的消費フォンドからの所得追加分は急速に増大しており,･
10％台から20％台へと比率を増加さしている．労働者家族とコルホーズ員家族との収入構成の接近
傾向がみられる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．●
　d）個人的副業経営からの収入
　農業においては生産の社会化の進展にもかかわらず，個人副業経営は現在でも一定の経済的・社
会的意義をもっている．工業労働者家計，コルホーズ員家計の平均的所得にしめる個人副業経営か
らの所得の比率と額の動態をみると（第10表参照），工業労働者家族にとっては，所得源泉として
の意義はほとんど消失していると考えられるが，コルホーズ員家族にとっては，社会的消費フォン
ドからの所得よりも多く，総所得の％以上をしめている．
第10表　ソ連における工業労働者家族，コルホーズ
　　　　員家族の収人にしめる個人副業経営からの
　　　所得比率（％）
1960 1970 1980
工業労働者家族 1.5 1.3 /0.7
コルホーズ員家族 42.9 31.9 25.3
出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1972年度版562～3ペー･ジ，
　　　　　　　　　　　　　1982年度版385～6ページ
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第11表　コメコン諸国の小売価格指数(1960年＝100）
1960 1970 1980
ブルガリア　　　　　総計
　　　　　　　食料。o
　　　　　　　{
非食料品
100
100
100
110
119
102
135
166
114
ハンガリー　　　　　総計
　　　　　　　食料品
　　　　　　　{
非食料品
100
100
100
104
108
」01
166
174
158
ドイツ民主共和国　　総計
　　　　　　　食料品　　　　　　{
非食料品
100
100
100 ’
99
101
96
98
102
94
モンゴール　　　　　総計
　　　　　　　食料品
　　　　　　　仁
食ｎ呂
100
100 －
100
108
103
112
107
103
112
ポーランド　　　　　総計
　　　　　　　食料品
　　　　　　　{
非食料品
100
100
100
111
116
106
169
177
162
ルーマニア　　　　　総計
　　　　　　　食料品
　　　　　　　{
非食料品
100
100
100
103
111
97
111
123
102
ｿ連邦　　　　　　　総計
　　　　　　　　　ぐ二
100
100
100
100
104
95
103
107
98
チェコスロバキア　　総計
　　　　　　　食料品
　　　　　　　{
ng
100
100
100
108
105
112
119
113
130
(保坂) ９
第12表　コメコン諸国の労働者・職員の実質賃
　　　　金指数(1960年＝100）
1960 1970 1980
ブルガリア 100 143 170
ハンガリー 100 130 158
ポーランド 100 119 185
ノレーマニア 100 147 227
ソ連邦 100 135 184
チェコスロバキア 100 127 157 *
出所:「コメコン統計年鑑」1983年版46ページ，80年
　　　度版51ページ
　　＊チェコスロバキアは1979年時のもの
　　ｅ）実質所得について
　　いままで概観してきた諸所得は名目所得で
　ある．周知のように，現代の資本主義社会に
　おいてはインフレーションのもとで名目所得
　と実質所得との乖離はいちじるしく,.双方が
　逆の傾向を示すことさえめずらしくはない．
　社会主義社会における両者の関係はどうであ
　ろうか．第11表からもうかがえるように，ハ
　ンガリー，･ポーランドを例外として，全体的
　に小売価格は安定している．ドイツ民主共和
　,国やソ連邦における非食料品小売価格はこの
　20年間に低下さえしている．名目所得と実質
　所得との変動はほぼ一致しているといえよう．
　　　この20年間に労働者・職員の実質賃金は50
　～100％増大している（表12参照）．
（3）生活水準そのものを表わす諸指標に
　　ついて
出所:「コメコン統計年鑑」1983年版301ページ
　　　　　ダ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ａ）物質的諸欲求の充足について
　まず，最も基本的な財として食料品をとりあげよう．コメコツ諸国における主要食料品消費動態
をみると（第13表参照），表に示されているように，住民１人当たりの消費傾向としては，穀物製
品やじゃがいもの消費量の減少，肉・肉製品，牛乳・乳製品，卵，野粟の消費量の増大傾向が示さ
れており，消費構造の多様化がすすんでいるといえよう．
　繊維関係については，多くの国で綿織物，毛織物の製造が増大し，消費水準の比較的着実な上昇
がみられる．化繊・合繊の生産高は急速に増大しているが，比重はまだまだ小さく，その諸最終製
品の価格も相対的に高く設定されている．この他に，縫製品の取引高も急速な増大をみせている．
　現段階の特徴は，軽工業製品に関する中心的課題は単に生産量増大ではなく，品質の向上，品目
構成の拡充，消費者の諸要求を反映した製品改善や開発という段階にはいってきており，計画・管
理制度の改革と深い関連をもった問題であるといえるだろう．
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第13表ヽコメコツ諸国の住民一人当りま要食料品消費量（kg）
1960 1970 1980 1960 1970 1980
(1)肉，肉製品 (5)植物性油
ブルガリア 32.7 43.7 64.9 ブルガリア 9.6 12.5 14.8
ハンガリー 47.6 58.1 71.7 ハンガリー 0.8 1.9 4.2
ドイツ民主共和国’ 55.0 66.1 89.5 ドイツ民主共和国 2.2 2.2 1.6
ポーランド 49.9 61.2 82.1 キューバ 5.6
ソ連邦 40 48 58 ポーランド‘ 1.0 1.5 2.6
チェコスロバキア 56.8 71.9 85.6 ソ連邦 5.3 6.8 8.8
(2)魚，魚製品 チェコスロバキア 4.1 5.8 7.2
ブルガリア 2.0 5.2 6.5 （6）穀物製品（穀粉換算）’ ０ 160
ハンガリー 1.5 2.3 2.1 ブルガリア 190 170 115
ドイツ民主共和国 7.9 7.4 ハンガリー 136 128 94.5
ポーランド 4.5 6.3 8.1 ドイツ民主共和国 102 ・ 97.3 127
ソ連邦 9.9 15.4 17.6 ポーランド 145 131 138
チェコスロバキア 4.7 5.2 5.4 ソ連邦 164 149 107
(3)乳，乳製品 チェコスロバキア， 126 113
ブルガリア 126 161 234 (7)野菜(生野菜換算)･ 125
ハンガリー 114 ’ 110 166 ブルガリア 122‘ 118 79.6
キューバ 143 158 ハンガリー 84.1 83.2 93.8
ポーランド 363 413 451 ドイツ民主共和国 ・60.7 84.8 52.3
ソ連邦 240 307 314 キューバ 27.0 101
チェコスロバキア 17 196 228 ポーランド 111 97
(4)卵(個)． ソ連邦 70 82 65.6
ブルガリア 84 122 204 チェコスロバキア 63.1 76.3
ハンガリー 160 247 317 (8)じゃがいも 26.6
ドイツ民主共和国 197 239 289 ブルガリア 34.8 25.9 61.2
キューバ 178 233 ハンガリー 97.6･ 75.1 143
ポーランド 143 186 223 ドイツ民主共和国 174 154 22.0
ソ連邦 118 159 239 キューバ 158
チェコスロバキア 179 277 316 ポーランド　　　　1223
　　　　　　　　　l
190 109
ソ連邦 143 130 76.1
チェコスロバキア 100 103
　出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版48～49ページ
　つぎに耐久消費財に関してみていこう（第14表参照）．社会主義は，多くの資本主義諸国に共通
してみられるアメリカ的「個人的大量消費生活様式」とは基本的に異なった生活様式の性格を発達
させてきており，資本主義諸国との単純な比較・考量は正しぐないであろう．しかし，社会主義諸
国においても，「都市化」，「都市的生活様式」の普及のなかで，住民生活に基本的に必要な耐久消
費財保有度のきわめて急速な向上がこの表の各項目の変動からもうかがえる．各国間でかなりの格
社会主義諸国の国民生活の特徴について (保坂)
第14表　住民1,000人あたり耐久消費財保有度（台）
1960 1970 1980 1960 1970 1980
（1）冷　　蔵　　庫 （4）ラ　　ジ　・オ
ブルガリア 81 234 108 176 271
ハンガリー ・４ 103 ・287 ・ 222 245 244
ドイツ民主共和国 22 215 423 323 351 383
キューバ 70 262
ポーランド 260 395
ソ連邦 １ 89 252 129 199 250
チエ､コスロバキア ３ 177 305 250 '444 604
（2）洗　　濯　、機 （5）乗　　用　　車
ブルガリア 141 217 17 88
ハンガリー 45 179 297 ３ 23 . 95
ドイツ民主共和国 22 205 328 12 60 148
キューバ 59
ポーランド 307 45
ソ連邦 13 141 205 Ｉ ● Ｉ
チェコスロバキア 67 276 411 17 57 139
（3）テレビジョン
ブルガリア 120 232
ハンガリー 10 171 258
ドイツ民主共和国 71 276 408
キューバ 129
ポーランド 301
ソ連邦 22 143 249
チェコ･スロバキア 62 234 372
11
　　　　　　　　　出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版50ぺこｰｼﾞ
差はあるが，冷蔵庫，洗濯機，テレビ，ラジオ等の保有数は，とくに70年代にはいって急速にふえ
ている．生活の社会化の進展，とくに，婦人労働者の急激な増大にともなう労働・生活諸条件の社
会化を支える耐久消費財の増大は顕著であり，これらの保有数はさらに高まっていくであろう．
　つぎに，資本主義諸国においてきわめて深刻な問題となっている住宅問題が，社会主義において
はどのような事情にあるのかをみてみよう．まず，資本主義諸国，とくに，日本などと根本的に異
なった条件は土地問題である．現在の資本主義諸国においては，独占資本が巨大地主となり，中央
政府や地方自治体と癒着して土地独占から膨大な収益を得ており，その結果，国民生活の最も基本
的な欲求である住宅問題はますます深刻な，解決不可能な状況となってきている．これに対し.社
会主義諸国においては土地や自然諸資源は基本的に共同的財産であり，土地私有制にともなう弊害
は廃棄されている．社会的な規模で，社会的貴任のもとで，国民の住宅に対する欲求を充足してい
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く前提条件が創出されている．
　まず　コメコン諸国を概観しよう（第15表参照）．表の（1げ住宅建設有効総面積）に示されてい
るように，全体的に比較的順調な増加率を示しており，とくに70年代の増加率は顕著である．その
結果, (2)の住民１万人当たり住居建築数も着実に増加している様子がうかがえる．住宅建設におけ
る国家資金の比率に関してもチェコスロバキアやポーランドはその比率をさげているのであるが，
その他の諸国は60年代から70年代にかけて国家資金比率をあげている．モンゴル，ルーマニアは90
第15表　コメコン諸国の住宅建設
1960 1970 1980
（1）すべての資金によって遂行された住宅建設有効面積（1000平方メ
　　ートル）（カッコ内は国家資金の比率）
ブルガリア ･2797 （8.7） 2909 ( 23.7) 4387 （47.8）
ハンガリー 3333 ( 26. 8 ) 4087 ( 34.1 ) 5965 ( 27. 4 )
ドイツ民主共和国 4447 (32.5) 4256 (68. ] ) 7248 ( 47. 5 )
キューバ nil (73. 4)
モンゴーノレ 91.0 （100） 70.6 （100） 297 （97.0）
ポーランド 8065 ( 39. 5 ) 10552 (19.3) 13901 (15.2)
ノレーマニア 7153 (51,6) 11252 (91.9)
ソ連邦 109557 （50.6） 106030 (64.8) 104983 （74.9）
チェコスロバキア 4546 ( 58. 8 ) 7655 ( 29. 5 ) 9577 (34.8)
（2）住民１万人当り建設住宅数
ブルガリア 63 54 84
ハンガリー 58.2 77.7 83.2
ドイツ民主共和国 46.7 44.6 101
キューバ 4.6 21.0
モンゴール 22.1 10.0 30
ポーランド 48.0 59.7 61.0
ノレーマニ,ア 137 78.6 89.1
ソ連邦 121 93 75
チェコスロバキア 54.1 78.2 84.1
出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版169～170ページ
　％を超過している．ソ連の住宅事情についてもう’少し詳しくみよう（第16表参照）．この表から
’うかがえるように，住宅建設は漸次的に改善されているといえよう．地域別にその内訳をみると，
住宅の多くは都市地域において建設されており，農村における住宅建設総面積は減少傾向にある．
第７次５ヵ年計画期には約６対４の比率で都市と農村に建設されていた住宅が，第10次５ヵ年計
画期は７対３の比率となっている．住宅建設主体別にみていくと，社会化住宅建設が過半をしめ，
しかもその比率は年をおって上昇している（第７次５ヵ年計画期は63.4%,第10次５ヵ年計画期
には81.9％である）.なかでも国家資金による建設が圧倒的である（この期間の社会化住宅のうち，
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第７次５ヵ年計画
　(1961 － 65）
第８次５ヵ年計画
　(1966 － 70 ）
第９次５ヵ年計画
　(1971 － 75 ）
第10次５ヵ年計画
　(1976―80)
(1)住宅建設総有効面積
　　　　　　(100万?) 490.6
518.5 544.8 527.3
都市部の割合（％） 59.4 64.7 69.3 71.8
(2)建設住宅数(1000戸) 11551 11333 11224 10241
a)国有，協同組合企業・
　機関，住宅協同組合
8141 8859 8388
b)自己資金，あるいは国
　家信用援助のもとで労
　働者・職人による
2082 1437 1116 899
c)コルホーズ農民や農村
　知識人による建設
2150 1755 1249 954
(3)平均住居面積(?) 42.5 45.8 48.5 51.5
　　出所:「ソ連邦国民経済年鑑」1982年度版387～9ページ
88～95％がそ.うである）．個人的資金にもとづいて建設される住宅は都市においても農村におい
ても減少傾向にあるといえよう．さらに，平均住居面積は比較的順調に増大しており，質的改善
も進行しつつあることをうかがわせる．
　これらの結果，住宅条件を改善した人数はこの期間に２億670万人にのぼり，そのうち，新住
宅入居者は１億5,650万人，旧住宅入居あるいは旧住宅拡充者は5,020万人にのぼる．さらに，
家賃は1928年から据えおかれたままであり，住宅に関する住民の個人的負担はきわめて小さい
（たとえば, 1979年には工業労働者家族の支出のなかで，平均2.7%の比率しかしめていない）．
　以上のように，住宅問題に関してさまざまな点で社会主義的経済の特徴が発揮されつつあると
いえよう．しかし，現在の問題点としては，まず，都市住宅にくらべて農村住宅の社会化率は低
く，質も悪いこと，また，住宅の質的水準はいまだ全体的に‘低く，広さ，居住性や諸設備の完備
等の改善が必要となっていること，住宅に関連する公共諸サービスの充実が必要である等が真剣
に指摘されており，ソ連の住宅建設も量的拡大の段階から質的充実の段階に入ってきているとい
えよう．
　つぎに文化的諸欲求の充足について．
　まず，教育に関する状況について，ソ連の場合を例としてみよう（第17表参照）．普通教育に
関しては学校数の急激な減少と教育要員や生徒数の着実な増大とが対照的であるご職業・技術学
校がこの期間に急激に拡大されており，中等専門学校や高等教育機関も拡充をとげている．全体
的に「高学歴化」の傾向を指摘しうるが，その点はコメコン諸国に共通した傾向である．さらに，
中等専門教育と高等教育の学生における「昼間学生」の比率は漸増しているが，ほぼ半分であり，
資本主義諸国におけるそれと比較すると相対的に低い．教育と労働との結合という，社会主義に
おける教育の一つの特徴を示すものであろう．
　つぎに，コメコン諸国の図書館活動状況，出版活動，映画・テレビ活動をみると，この20年間
に急速な発展をみせ，ほぼ世界的水準叱達しているといえる／とくにテレビ保有台数は急激な増
加傾向をみせており，「テレビ時代」の状況を示している．しかし，文化に関するこれらの状況
は，全体的な政治的・文化的状況の発展のなかで，情報の自由な交流の展開にともなってはじめ
て，真に国民的文化の発展をうながす基礎となっていくのであり，現状は多くの制約をかかえて
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第17表　ソ迎の教育状況（1960＝100）
1960 1970 1980
(1)普通教育学校数 100 84.0 63.7
教育要員数 100 123.9 122.1
生徒数 100 135.4 121.5
(2)職業・技術学校数 100 145.2 196.6
生徒数 100 223.7 343.9
(3沖等専門学校数 100 126.9 131.7
教育要員数 100 220.8 279.2
学生数゛ 100 213.0 223. 9
昼間学生比率 53.0 58.3 62.7
(4)高等教育機関数 100 108.9 119.5
教育要員数 100 215.5 282. 9
学生数 100 191.2 218.5
昼間学生比率 48,2 48.9 56.9
住民１万人あたり学生数（人） 111 188 196
出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版401～6ページ
,いる．
　つぎに，社会的諸欲求の充足についてのべよう．まず，医療・保健の問題について，ソ連の場
合を例としてみていこう(第18表参照)．住民１万人当たり病院ベッド数は着実に増大してい
るといえよう．さらに，住民１万人当たり医師数はそれよりも高い増加率をみせており，この
20年間に‘ほぼ1.9倍になっている．この成果はアメリカや日本の水準を陵駕するものとなって
いる．また，サナトリウムのベッド数・利用者数，休息の家のぺ･ツド数・利用者数についても，
めざましい拡充や発展がみられ，国民の健康や保健・衛生を重視して，無料，あるいは無料に
近い価格での利用諸条件を設定し，長期計画的に状況の改善をはかっていきうるという社会主
義社会の特質の一端が示されたものといえよう．その他のコメコン諸国もほぼ同様な傾向を示
　　　　　　　　　　　　　　　第18表　ッ連における医療●保健
1960 1970 1980
住民１万人当り病院ベッド数 80 109 125
住民１二万人当り医者数 20.0 27.4 37.5
サナトリウムのベッド数（干） 325 461 550
患者数(千人) 2263 3612 5158
休息の家のベッド数（千） 179 287 380
利用者数(千人) 3103 4542 5331
出所：「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版421～4ページ
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している．
　つぎに，保育に関するコメコン諸国の状況をみてみよう（第19表参照）．全体的には急速な拡充
第19表　コメコン諸国における就学前施設
（1）就学前施設総数 (2)就学前施設児童数(千人) (3)就学前児童総数に対する
　　就学前施設児童数(％)
196『 1970 1980 1960 1970 1980 1960 1970 1980
ブルガリア 7141 8815 7211 303 368 483 33.0 41.0 50.9
ハンガリー 4862 ・4704 6009 260 275 548 , 29.1 37,1 59.6
ドイツ民主共和国 15199 18383 18779 572 849 994 32.0 50.5 79.0
キューバ 606 832 175 203 12.1 20.6
モンゴーノレ 259 866 1009 14.4 46.6 68.5 5.8 14.3 砥２
ポーランド 9956 15105 22181 501 708 981 10.3 19.8 27.4
ノレーマニア 7669 10757 14347 367 478 1027 14.5 18.6 42.7
ソ連邦 70584 102730 127744 4428 9281 14337 12.6 31.4 44.6
チェコスロバキア 7855 10109 13764 329 450 806 23.3 34.7 49,7
　　出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版399～400ページ
傾向がうかがえる．さらに，「（3）就学前児童総数に対する就学前施設児童数（％）」の変動にみら　・
れるように，キューバ，モンゴル，ポーランドをのぞいた多くの国では学齢前児童の４～５割以上・
が当該施設に入所しており（80年時点），きわめて先進的な水準に達しているといえる．費用も基ン
本的には国家負担であり（たとえば，ソ連では費用の約80％を国家が負担している），社会的保障‘
がすすんだ領域となっている．同時に，乳幼児や多くの児童をもつ母親や婦人労働者に対する経済
的，あるいは，労働諸条件に関する社会的保護や援助は手厚いものがある．
　最後に，社会保障の重要な柱である年金者についてみてみよう’（第20表参照）．急速に増大して
いる年金受給者の過半は老齢年金である．年金制度は系統的に改善されており，労働者・職員と協
同組合農民との格差の縮小，年金額の系統的な引き上げ，支給開始年齢の引下げなどがなされてい
　　　　　　　　　　　　第20表　コメコン諸国の年金者数の変勁（千人）
1960 1970 1980
ブルガリア 1184 1667 1968
ハンガリー 796 1453 2082
ドイツ民主共和国 3224 3687 3579
キューバ 363 690
モンゴール 4.7 24.5 117
ポーランド 1369 2346 4517
ノレーマニア 522 1117 1606
ソ連邦 21857 41300 ’ 50198
チェコスロバキア 2209 3033 3304
出所:「コメコン諸国統計年鑑」1983年度版424ぺ’－ジ
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る．「老後」の生活が個人の責任に帰せられ，不安定性がますます深刻になりつつある資本主義社
会と対照的に，これらの面でも，個々人の生活が社会的に保障されるという社会主義社会の基本的
特質が徐々に示されてきている．
　　　　　　　お　わ　り　に
　現代の社会主義諸国は，さまざまな後進的性格をもち，厳しい世界的政治・経済状況のなかで発
展をとげつつあるが，その国民生活のあり方に関しても，資本主義社会に比較してはるかに前進し
た，社会主義社会の特徴を明瞭に示す兆候がみえはじめている．諸労働能力をもつ者は完全に就業
でき，労働諸条件はたえず改善されていくといった国民生活の最も根底的な課題の解決が社会的に
遂行されるという，資本主義社会においては決して完遂することのできない条件の存在のもとで，
小売価格の安定的推移のもとでの実質的賃金の増加，社会的消費フォントの急速な増加にうらづけ
ら邨た，住宅や，教育，医療保健，保育，ならびに社会保障等の諸課題の着実な発展によって，国
民生活は社会的規模で，共同的な安定した，着実で豊かな生活になりつつある.’資本主義における･，
国民生活の個人的大量消費手段の氾濫,生活不安の増大等という形とは対照的な形態で,生活は変っ
てきている．
　しかし，現在の社会主義諸国の国民所得における消費手段の比率が動揺的であり，相対的には依
然として低い水準にあるということを基本的な物質的基礎としつつ，さらに，現在の計画・管理制
度の未成熟性や政治的・文化的諸問題点に媒介されて，国民生活に直接に関連をもつ軽工業部門や
非生産的部門，とくにサービス部門の大きな立ち遅れは明白にみられるのである．流通・分配・消
費諸機構の立ち遅れとともに，国民生活におけるこのような部門的発展に凹するアン“ランスな点
はこれから本格的に重要課題とされ，解決されていかなければならない問題である．
????????????????
　マルクス『経済学批判要綱』邦訳(I) 12～17ページ．
同上, 206, 336ページ
　小野一郎「現代社会主義経済論」15～17ページ．
　イ．アガバビアン「分配の諸問題と国民福祉の増大」（露文）63ページ．
　長砂実「生活水準と生活様式」，長砂実，芦田文夫編「ソ迎社会主義論」(1981),所収．
　マルクスは，自由時間を「余暇」であるとともに「より高度の活動」にとっての時間ととらえ，「そ
れをもっている者をある別の主体に転化するのであって，その場合彼はこうした別の主体として直接的
生産過程にもはいっていく」．「生長しつつある人間についてみれば訓練であると同時に，生長した人間
については，実行，実験科学，物質的に創造的な，かつ自己を対象化する科学」であるという．あるい
は，「労働時間の節約は自由時間の，つまり個人の完全な発展のための時間の増大にひとしく，またこ
の時間はそれ自身ふたたび最大の生産力として，労働の生産力に反作用をおよぼす．それは直接的生産
過程の立場からは固定資本の生産とみなすことができる」とのべ，自由時間の意義を指摘している．
　「富とは，普遍的な交換によってつくりだされる個人の欲望.能力，亨楽，生産力等の普遍性でなく
てなんであろう？……先行する歴史的発展は，発展のこの総体性，言いかえると既成の尺度ではまった
く測れないような，あらゆる人間の諸力そのものの発展を自己目的とするが,≪富とは≫この先行する
歴史的発展以外のどんな前提ももたない，人間の創造的素質の絶対的創出ではないのか？　そこでは彼
は，ある規定性のうちで再生産されるのではなくて，彼の総体性を生産するのではないのか？」とマル
クスはいい，人間の豊かさを「物質的生活水準」と同一視することを否定している．この点で自由時間
は「真の富」である．
　資本主義社会における自由時間は労働日のあとにのこった残余としての性格をもつ．「ここでは労働
力の正常な維持が労働日の限界を決定するのではなく，逆に，労働力の１日の可能なかぎりの最大の支
出が，たとえそれがどんなに不健康で無理で苦痛であろうとも，労働者の休息時間の限界を決定する」
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（マルクス「資本論」邦訳全集23巻(a) 347ページ）．
　社会主義においては，自由時間は独立した意義をもち，労働時間との敵対的な性格はなくなる..「一
方では必要労働時間はその尺度を社会的個体の欲望にもとめるのであろうし，他方では社会的生産力の
発展がきわめて急速に増大するであろうから，その結果一生産はいまや万人の富を目標にしておこな
われるにもかかわらず一万人の自由に処分できる時間が増大する．なぜなら現実の富はあらゆる個人
の発展した生産力だからである」．（マルクス「経済学批判要綱」邦訳657ページ）．
(昭和60年４月９日受理)
(昭和60年５月21日発行)

